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公 視
筆者は，前稿1)において，所有権の概念を分析し，これまでの所有権制度分析の枠組み
を検討したうえで，筆者なりの所有権制度分析のための枠組みを提示したが，その際所有
論そのものがまだ十分に展開されていないことを指摘しておいた。それに関連してリーヴ
(Reeve, A.)の所有権の「歴史的概念」にかかわる分析は十分に検討に値するものであ
り，所有の「歴史的概念」を「理論概念」に関連させて別の機会に検討してみたいと述べ
ておいたが叫本稿はこの課題に一部応えようとするものである。
本稿では， リーヴの所有論を彼の議論の展開にそって取り上げ，その上でその分析の意
義と問題点に触れてみることにしたい。
]I. リーヴの出発点
リーヴの所有論の出発点はつぎのようなところから始まる。つまり，理想共和国の保護
者のために相応しい諸制度を規定する際に共有 (commonproperty)を支持したプラト
1)拙稿「所有権制度分析のための枠組み」， 関西大学「経済論集」 Vol.36, No. 6, 
1987年3月， 119-146ペー ジ。
2)同上,137ページ（本文，脚注(46))参照。
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ンの時代から今日まで，多くの私有 (privateproperty)賛成論と私有反対論を見出すこ
とができるけれども，両陣営で提示された諸議論をそのまま列挙するだけでは意味がない
であろうという 3)。その理由として彼はつぎの3つのものを挙げる0。第1に，それぞれの
所有論における所有の概念の問題である。つまり，私有，共有，公有 (publicproperty) 
等によって実際に何が意味されているかが明確でなければならない。第2に，それぞれの
所有論が展開されているその歴史的文脈の問題である。つまり，所有論が提示されたその
時代の政治・経済的枠組みは，われわれがその所有論を評価しようとする際に必ず掛酌さ
れなければならない。最後に，私有賛成論と私有反対論を単に列挙することがわれわれの
所有論を前進させることにならない第3の理由としてリーヴが挙げるものは，われわれが
私有のみを支持する，あるいは共有のみを支持するという形で，何れかひとつの所有制度
のみを排他的に支持する理由は何ら存在しないということである。換言すれば，望ましい
所有制度はある資源については共有制を，他のものについては私有制を要求するというこ
とであるかもしれないのである。
リーヴは以上の問題意識から彼の所有論を出発させているが，所有論に含められるべき
観点として彼はつぎの3つのものを挙げる丸つまり， 第1と第2のものとして，所有の
鏃論はどういうものであれ，概念上の問題とその議論の歴史的次元を常に考慮しなければ
ならないという観点を挙げる。同時に第3の観点として，所有論は現代との関連を考慮し
なければならないという。これらの3つの観点は上述の3つの理由にほぼ対応するものと
考えることができる。つまり，第1と第2の観点は言うまでもないが，第3の観点は現代
の所有制度がさまざまなタイプの所有制度の混合したものになってきていることを考えれ
ば，その対応関係をみることができる。リーヴが概念上の問題，歴史的次元，現代との関
連を所有論に含められるべき鍛点として考えている以上，論理的に彼の所有論はこの3つ
の観点にそって進められることになる。以下，順次その主張するところを追っていくこと
にする。
]I, 所有の概念と歴史
まず， リーヴによる所有（権）の概念の分析6)では， H常言語，法律学，経済学等にお
3) Andrew Reeve, Property, Macmillan, 1986, p. 2. 
4) Ibid., pp. 2-4. 
5) Ibid., p. 7. 
6)リーヴの所有（権）の概念の分析は，箪者の前稿における議論の範囲を基本的に超え
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ける所有の概念の検討を通して，それぞれの領域における所有という概念が必ずしも同様
なものとして理解されていないことが指摘される。たとえば，法律学における所有権とい
う権利は義務や責任を伴うがn, 経済学における所有権は効率的な資源利用のためのイン
センテイヴの創造という機能を果たすものと考えられ， 「所有権」 (propertyrights)と
その経済的成果との間には因果関係が存在するという観点から所有というものが考えられ
ている8)0 
経済学においては，所有権の「交換可能性」 (exchangeability)が所有権の効率的シス
テムの必要条件であると考えられているけれども，人々が所有について重要であると考え
る側面の多くは「交換可能性」のみに関係するわけではない9)。 したがって，われわれは
経済学的アプローチが依拠している「効率性」というものを相対視する必要がある。
以上のような立場から， リーヴは所有一般の取り扱いのための枠組みを提示し，所有
（論）の歴史の規範的含意を検討する10)。所有の歴史に関する彼の考察の結論はつぎのよ
うな表現に集約される。すなわち，所有論における争点は権利，必要，労働する能力，神
の命令，効率，調和，自由，正義一それがどう解釈されようとも一というような価値と所
有との「両立可能性」 (compatibility)である， というものである11)。これらのなかか
るものではないので，本稿では詳しく扱うことは避けたい。拙稿， 前掲論文， 120-
137ページ参照。
. 7) Reeve, op. cit., pp. 19, 24. 
8) Ibid., p. 23. 
9) Ibid., pp. 24-25. 
10) Ibid., ch. 3 (pp. 38-76). リーヴの所有の枠組みについては，前稿において吉田民人
氏のそれとの比較の中で扱ってあるので，参照されたい。拙稿，前掲論文， 126-137 
ページ参照。なお， リーヴの所有論の歴史に関する詳細な鏃論は本稿では直接関係し
ないので割愛した。
11) Ibid., p. 75. たとえば， リー ヴによれば， ロック (Locke,J.)は自然権と一致する
所有制度を考え，スミス (Smith,A.)は市場の効率性に貢献する所有と相続を評価
した。また，ルトウルノ (Letourneau,C.) は不平等を生み出し， 社会的調和の維
持を脅かす過剰な個人主義を批難し， マルクス (Marx,K.) は私有を階級社会とみ
なし，両者の崩壊を待望した。
ところで，箪者は前稿において，所有権制庶分析のための枠組みとしてつぎの 5つ
の視座を提示したが，そのなかで(5)の「対応する価値観」については十分な展開がな
(1)所有主体：①第1次主体
②第2次主体
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ら，今日でも変わらぬ重要性を持つテーマとして，彼は「所有と自由，権力」，「所有と労
働」，「所有と時間」というテーマを選択し，それぞれの問題を検討する。
N. 所有と自由，権力
「所有と自由，権力」との関係を考察するに当たって， リーヴは「土地と自由」との関
係の考察から出発する。それは，「所有と自由」の厳論が「土地と自由」の議論の形をと
ることが多く，「所有と自由」の議論の争点が生産過程に関係し， その意味で「土地と自
由」の議論が「所有と自由」の厳論の争点を明確にする，という理由からである12)0 
「土地と自由」の諮論からリーヴが導出する論点は，「所有と自由」に関する議論には
所有の形態 (form)によるものと，所有の生配 (distribution)によるものがある， とい
うものである13)。いま仮に自由を「独立性」 (independence)の意味で捉えれば，生産手
段の欠如は「独立性」を妨げることになるが，この状況に対しては 2つの方向の議論が考
えられる。第1は，生産的資源の再分配であり，あらゆる人がいくらかのものを持つこと
を目指す方向である。第2の方向は生産手段へのアクセスの提供を目指すものである。前
者は私有と両立できるが，後者においては，「仕事への権利」ないし「労働への権利」な
(2)所有客体
(3)希薄化の程度：所有内容の制限の程度
(4)主体の民主化（あるいは自律化）の程度
(5)対応する価値観
されていなかった。けれども，所有論における争点が価値と所有との「両立可能性」
であるというリーヴの主張は基本的に筆者の問題意識ー所有と価値との対応関係を体
系化しようとする意識ーに通ずるものであり，以下のリーヴの蔽論は上記の(5)の視座
の今後の展開に大きな意味を持ってくるものと考えている。拙稿， 前掲論文， 137-
146ページ参照。
12) Reeve, op. cit., p. 80. 
13) Ibid., pp. 79-80, pp. 84-86. リーヴによれば，土地の排他的所有に反対する談論は所有
の整墾に対するものなのか，あるいはその全堅に対するものなのかが曖昧であるとい
う。それは，地球の表面を人々が等しく所有している状況が「等しい自由の原則」
(equal liberty principle) を充足しているかどうかを問うことによって明らかにな
る。つまり， もし人々が等しく所有するケースが「等しい自由の原則」を充足するの
であればその土地私有反対論は土地私有の「誤った分配」に反対しているのであり，
一方そうでなければその議論は士地私有という墜堕に反対していることになる (Ibid.,
p. 86)。
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どを主張する場合は私有と両立しても，生産手段の公有ないし国有化を主張する場合には
そうではない14)。この場合，前者は所有の分配の観点からの議論であり，後者はそれに所
有の形態の観点が加わった議論となっている。
こうしてリーヴは，「所有と自由」との間の関係がどういう形で追究されようとも「主
要な関心は常に所有の形態とその生配との間の関係であった」と述べる15)。この所有の愛
塵と分配とを結びつけるものは，市場の機能様式であり，「談渡可能性」 (alienability)と
「相続可能性」 (hereditability)を規定する「所有ルール」 (propertyrules)である 16)。
したがって，「所有と自由」の厳論において「所有ルール」と市場がどのように機能する
かは大きな意味を持ってくるが，「所有ルール」のあり方は基本的に市場の評価に依存す
る。すなわち，完全な市場体制の評価に依存して，｀ぁるいは現実の市場がどの程度まで完
全な市場体制に接近しているか，接近しうるかに依存して，私有は支持される場合もあれ
ばそうでない場合も出てくる17)。あるいはまた，所有は市場における権力を与え，市場の
権力は政治的権力に移行し，その意味で自由を制限すると指摘することで市場そのものの
価値を否定するーしたがって，私有を否定する一議論ともなりうる18)。それゆえ，自由を
「独立性」の意味で考えても，望ましい所有制度は一義的には出てこない19)0 
14) Ibid., pp. 88-89. 
15) Ibid., p. 80. 
16) Ibid., pp. 93-94. 
17) Ibid., pp. 94, 98. 
18) Ibid., pp. 97-98. また， リーヴは市場における所有の議論と資本主義下における所有
の議論を区別し，市場の談論にそのシステムの付加的特徴を加えたものが衰本主義下
での所有の蔽論であるという。その付加的特徴とは，たとえば毀本主義は商品生産の
システムであるとか，蓑本主義は箕労働に依存するということであり，マルクスのい
う「衰本主義的茜積の歴史的傾向」の議論は所有の塵堕旦：その分配との間の関係を説
明しているものだと指摘する (Ibid.,pp. 99-100)。
さらに，彼は所有と政治的権力，国家活動との関係に触れる。単純化のために，私
有に対する自由主義的・多元主義的支持とそのマルクス主義的却下とを比較している
が，基本的に多元主義者は私有を国家からの自由と個性発揮の条件とみなすのに対し
て，マルキストは私有を人々の自由な発展を妨げる経済的・政治的権力を与えるもの
と考え，私有の廃止を主張する (Ibid.,pp. 101-104)。
19)生産手段の私有の社会主義的批判と，国家社会主義の自由主義的批判はともに，それ
ぞれが批判している体制が「従屈性」を課すということを指摘しているのであるが，
そもそも「ある形態の所有に反対すること，つまりそれが従属を生み出すということ
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リーヴは，以上の考察を踏まえて， 「所有と自由」との一般的関連をつぎのように述べ
ている20)。まず， 自由を消極的自由と積極的自由とに区別し， 消極的自由が私有と関係
し，積極的自由が共有と関係するという通常の考え方に対して，彼は確かにそうした組み
合わせは存在するとしても，それは普遍的なもの，あるいは唯一の論理的帰結ではないと
主張する。
彼は，消極的自由と私有との関連を考えるために，「純粋な」 (pure)消極的自由と「穏
健な」 (moderate)消極的自由とを区別する。前者が人々は自らの行為が他者の行為によ
って実際に妨げられた場合にのみ不自由であると考えるのに対して， 後者は個人の自由
は他者の干渉によって制限されるというものである。 したがって， 「純粋な」消極的自由
主義では所有制度ないし「所有ルール」そのものが自由を減少させることはないから，自
由に対する「所有ルール」の効果を明確にすることはできない。これに対して，「穏健な」
消極的自由主義では行為者への干渉は自由の減少とみなされるが，どんな所有制度であれ
何らかの干渉を生み出すから，同様に望ましい所有体制を明確にできない。それゆえ，消
極的自由の支持が必ず私有の支持へ向かうことにはならないという。
一方，積極的自由に関する共通の規定は存在しないが，自由を「自律性」 (autonomy)
ないし「独立性」と理解した場合には，市場均衡の性質と「自律性」，「独立性」の評価に
依存して，「所有と自由」との関連の理解が大きく変わってくる。それゆえ， 積極的自由
の支持が必ず私有の却下，したがって公有ないし共有の支持に向かうことにはならない。
結局，自由の消極的概念を支持しようが，積極的概念を支持しようが，さらに多くの他の
仮定が導入されなければ望ましい所有制度は導出できない，というのがリーヴの「所有と
自由」についての議論の結論である。
V. 所有と労働
「所有と労働」との関係の議論について，リーヴは4つの鏃論を検討する。第1のもの
は，所有を労働のインセンテイヴを与えるものとみなす議論であり， ジェームズ・ミル
(James Mill)がその代表者とされる。第2は，労働する者がその労働の生産物を所有す
る資格を持つという鏃論で， ロックやノジック (Nozick, R.) がそれを代表する。第3
は，所有は創造の行為に必要であるとするヘーゲル (Hegel,G.)の考えである。そして
は，他の人の手にある同じ所有が独立性を生み出すということを承認することと両立
しうる」のである (Ibid.,pp. 89-90)。
20) Ibid., pp. 105-111. 
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最後に第4は，資本主義下での疎外された労働と私有のマルクスによる批判論である21)。
リーヴによれば，「所有と労働」についてのこれらの4つのアプローチは「労働の二元
論」に関する強調点の違いを持つ。「労働の二元論」 とは， ニーズ充足のために必要な活
動としての労働と，人間性を表現する創造的活動としての労働という労働に関する 2つの
考え方のことである22)。この「二元論」の観点から4つのアプローチを特徴づけると，ま
ず労働のインセンテイヴ議論は生存のための労働の必要性の議論であり，「労働資格理論」
(labour entitlement theory)はニーズ充足のための労働による専有 (appropriation)
の必要性の議論から人間の創造的行為の成果を所有する鏃論へと展開される。また，ヘー
ゲルの議論が労働を創造的行為と考えるのは言うまでもないが，マルクスの談論は資本主
義（私有）下での労働は必要充足のための労働であり，社会主義（社会的所有）下での労
働は真に人間的な創造的活動であると考える23)。こうして「労働の二元論」に関する強調
点の違いを持つこれらの4つのアプローチが，それぞれ所有に対してどのような帰結を引
き出すかをリーヴの厳論にそって考察してみよう。
〔1〕 労働のインセンテイヴとしての所有
この議論においては，労働は苦痛ないし不快なものであり，労働を引き出すためのイン
センテイヴとして報酬が必要とされる。また，労働は個人的なものと考えられ，その意味
で個別的インセンテイヴの確保のために労働の生産物の排他的所有，つまり私有が要求さ
れる24)。さらに，この議論は排他的所有権が最良の個別的インセンテイヴを創造し，それ
が可能な最大限の社会的幸福（一般的便益）を生み出すという功利主義的効率性の鏃論へ
と発展する25)。けれども，効率性に関係なく，あるいは労働のインセンテイヴ提供とは関
係なく，労働報酬（労働の生産物）への個人的資格を主張することもできれば，労働を必
ずしも苦痛と考える必要もないし，労働を個人的なものではなくそれは本来社会的なもの
21) Ibid., p. 112. 
22) Ibid., pp. 112-113. 
23) Ibid., pp. 115-116. 
24) Ibid., pp. 116-117. ところで， この締論と経済学的議論との結びつきは明白であろ
う。つまり，労働便益の排他的享受は労働のインセンテイヴを強化するが，この排除
(exclusion)の概念を介してインセンテイヴと外部性の内部化とが結びついている
(Ibid., p. 117)。
25)ジェームズ・ミルの主張もこのようなものとして理解されている (Ibid.,pp. 118-
119)。
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であると考えることもできる26)。したがって，そこから所有に対して郡出される帰結も変
化してくる。
(2〕 労働資格理論
労働する者が労働の生産物への個人的資格を持つという考えは，原初的獲得の理論，す
なわち資源への権原 (title)が個人による労働の支出によって基礎づけられうるという理
論であり 27), ロックの謡論に端を発する。
ロックの議論では，世界は神によってすべての人に与えられた共通の贈り物であるけれ
ども，各人は自己を所有し，さらに自己の労働を所有する。その結果，自己の労働を共通
の贈り物の一部に混えるときそれが彼のものとなる・。こうして，自己の労働の生産物を所
有する資格が生ずる28)。
けれども，労働する個人が正確にどういうものへ資格を持つかは極めて曖昧なままであ
る29)。ロックの理論は原初的獲得（私有の起原）の理論として巡用され，共有財産と私的
財産とを区別する効果を持つが，共有財産のすべてが個人に分割されている状況下では同
様な効果を持つことはできない30)。このことを示すために， リーヴはつぎの3つの生産組
織のモデルを提示する31¥
① 純粋な独立職人モデル (pure independent artisan model) : 労働市場は存在せ
ず，すべての生産者が自ら労働し，他人労働を雇用しない。
② 一貫生産モデル (integratedproduction model) : 複数の企業が結合されるが，
労働市場は存在せず，各人は自ら労働する。
③ 賃労働を伴う一貫生産モデル (integratedproduction with wage labour) : 企
業が拡大し，その企業によって労働が雇用される。
①のモデルにおいては，労働する者の資格はその物的生産物への衰格として解釈するこ
26)このように，労働の支出と所有制度との間の適切な関係についての蔽論は，労働と労
働の生産物との間の閃係に関する理解の相違と，労慟そのものの評価の相違から生ず
る (Ibid.,pp. 121-122)。
27) Ibid., p. 123. 
28) Ibid., pp. 123-124; ロック著，鵜飼信成訳「市民政府論」沿波文廊， 1968年， 第5
章（特に， 27節）参照。
29) Reeve, op. cit., p. 125. 
30) Ibid., p. 127. 
31) Ibid., p. 128. 
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とができる。②のモデルにおいても同様に考えられるが，物的生産物のシェアーの問題が
生ずる。最後の③のモデルでは労働する者の資格は3つの解釈の可能性がある。第1は，
労働の生産物に資格を持つという解釈。第2は，労働の移転は労働する者の資格の移転で
あり，労働を購入する者が労働する人々の生産物に資格を持つという解釈。最後に第3
， は，労働する者の資格の形態が労働の生産物への資格から労働の報酬（賃金）への資格へ
変化するという解釈の3つである32)゜ ＇このようにして，ロックがどのような生産組織を念
頭において彼の理論を展開しているかに応じて，また第3のモデルを考える場合でも，労
働する者の資格をどのように考えるかに応じて，その所有制度に対する含意も大きく変わ
ってくる33)。
〔3〕 自己実現ないし客体化としての所有34)
所有を自己実現として捉える理論として， リーヴはヘーゲルの理論を挙げる。リーヴに
よれば，「ヘーゲルの所有の概念は所有が自由の実現であるということである。」35)すなわ
ち，所有によって個人が彼の意思を事物に提示することが可能となり，外的世界を自己の
人格と主張することができる。この自由の実現ないし自己実現は労働 (labour)ないし仕
32) Ibid., pp. 128-132. 
33)以上のような性格をもつロックの理論はその後多くの論者によってさまざまな方向で
発展させられたが， たとえば最近ノジックによって修正された形で再び利用された
(R. Nozick, Anarchy, State and Utopia, Basic Books, 1974, pp. 174-182)。
ノジックは所有における公正を，「財産獲得の公正原則」，「財産移転の公正原則」，
「不公正矯正の原則」の 3つの原則にまとめているが，原初的財産獲得の原則を導出
するために彼は彼自身が「ロック的条件」 (LockeanProviso) と呼んでいるものを
利用する。この「ロック的条件」とは，無駄を回避するという制約と十分に同じだけ
よいものを残すという制約の2つの制約からなるが，重要なのは第2の制約がどう解
釈されるかである。ノジックはこの制約を他者のニーズを保障するものとしてではな
く，他者の専用の機会を保障するものとして解釈する。 しかし， 「ロック的条件」を
このように解釈してもそれが現実のケースで侵害されているかどうかを決定しなけれ
ばならないという問題が残るが，彼自身は「市場システムの自由な働きはロック的条
件と現実には衝突しないであろう」と考えている。それゆえ，同じ権利資格の理論の
系譜に属するといってもロックとノジックは全く独立の評価がなされなければならな
い (Ibid.,pp. 150-153, pp. 174-182; Reeve, op. cit., pp. 132-135)。
34) Ibid., pp. 136-143. 
35) Ibid., p. 138. 
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事 (work)に見出され，人は自らの労働ないし仕事を通して世界を自らの意思にしたが
って形造ることができる。その意味で，労働，仕事は自己実現の源泉であり，所有は自己
実現ないし客体化として捉えられる。 ヘーゲルの理論では所有は単に道具的に望ましいの
ではなく，所有は目的である。というのは，所有が政治的経済的自由というよりも人格の
実現としての自由を提供するからである。このことの含意はヘーゲルにおける所有は必然
的に私的であり，それは完全な使用としての所有権である。
けれども，所有によって個人が自己の意思を外的世界に提示することが可能となって
も，無所有の人々は自分達の意思を客体化できない，その意味で自由でない。それゆえ，
ヘーゲルは「私有を個人の意識と外的世界との間の明白な二元論を克服するために必要で
はあるが不十分な条件と考えた」36)のである。
〔4〕 私有と疎外された労働
一般に資本主義経済はロックの理論を説明する際に提示された「賃労働を伴う一貫生産
モデル」に相当する生産組織を持つ。こうした経済においては労働する者は労働市場には
存在するが生産物市場には存在しない。したがって，彼は自分の労働の生産物を制御する
ことはない。この「制御の欠如」 (Jackof control)がマルクスの疎外の中心である。マ
ルクスは賃労働と資本主義的私有をそうした疎外の原因とみなした37)。それゆえ，疎外の
克服のためには私有と賃労働はともに廃止されなければならない。マルクスの資本主義的
私有に対する主要な批判点は，私有が疎外された労働の結果であるというものである。彼
は社会的所有の体制下でのみ労働の社会的性格が実現され，疎外が克服されると考えた。
けれども，社会的所有が疎外を克服するかどうかはそれほど単純な問題ではない。なぜな
ら，生産物の社会的制御も個人の彼の活動のなかでの自己実現を妨げるかもしれないから
である38)0 
36) Ibid., p. 142, 
37) Ibid., p. 144. 
38) Ibid., pp. 147-148. 社会的所有が疎外を克服するかどうかという問題は， そもそも
社会的所有ないし社会的制御，あるいは疎外をどういうものと考えるかという問題に
かかわってくる。これまで，社会主義的所有や社会的所有に関する考察は思想史・学
説史的研究としては行われてきたけれども， リーヴの主張する現代との関連で分析さ
れることは少なかったように思われる。その意味で，西村可明氏の社会主義的所有の
分析と吉田民人氏による所有論の試みは注目に値する（西村可明「現代社会主義にお
ける所有と意思決定」岩波害店， 1986年， 第4,7,8章；吉田民人，「資本主義・社
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以上，「所有と労働」の関係についての4つのアプローチを比較してきたけれども， 採
用された労働の概念そのものが明確な所有制度の規定を生み出すことはない， というのが
リーヴの結論である。この結論は，換言すれば， 「所有と自由」についての結論の場合と
同じように，「所有と労働」についても他の多くの仮定が都入されるまでは望ましい所有
体制は尊出されない， ということである39)0 
VI. 所有と時間
人，資源，法的櫂利のタイム・スパンの不一致から，「所有と時間」に関連して基本的
に3つの間題が生ずる40)。第 1は，相続 (inherita nee)は許されるべきか，あるいはより
一般的に所有者が死亡した場合その財産はどうなるのかという問題。第2は，現在の所有
者は彼の後継者に対して何らかの費任・義務を持つのかという問題。そして，最後に第3
は，現在の所有者は彼の先人あるいは同時代人への責任・義務（たとえば，芸術作品への
アクセスの提供，国民的遺産の維持・管理）を持つのかという問題である41)。リーヴは，
第1の問題を相続の問題，第2,第3の間題を一括して所有に関する世代間の正義の問題
として扱う。
〔1〕相続
所有者が亡くなった場合に彼の財産がどうなるかという問題については，その財産を遣
贈する (bequeath)権利と，相続する (inherit)権利の2つの権利を考えることができ
る。前者は現在の所有者が死亡した場合に彼の意思（遺言）にしたがって彼の財産を処分
する権利であり，後者は相続人が故人の財産を受ける権利である。したがって相続の実践
は，寄贈者 (donor)すなわち現在の所有者の意思を完全に尊重する完全な遺贈権を認め
るものから，受贈者 (recipient)すなわち相続人の財産を受ける権利を完全に尊重する完
会主義パラダイムの終焉ー所有論の再建を求めて」，『季刊・創造の世界』第28号，小
学館， 70-97, 1978年， 70-86ページ；吉田民人，「所有構造の理論」，安田三郎・塩原
勉・富永健一・古田民人編「基礎社会学第W巻： (J: 会構造」東洋経済新報社， 198-
244, 1981年， 198-210ペー ジ参照）。
39) Reeve, op. cit., pp. 150-151. 
40)人，資源，法的権利のタイム・スパンの不一致は，われわれの用語を用いれば，所有
主体，所有客体，所有内容のタイム・スパンの不一致ということになる。拙稽，前掲
論文， 125-137ページ参照。
41) Reeve, op. cit., p. 152. 
101 
766 関西大學「純清論集」第37巻第6号 (1988年3月）
全な相続権を認めるものまで，さまざまなヴァリエーションを示すスペクトルを構成する
ことになる42)。それゆえ，「相続の実践のなかでのヴァリエーションゆえに， そして相続
がその保有者の死にあたっての財産の取り扱いの唯一の解ではないがゆえに，相続は正当
化を必要とする実践である」43)。
相続の実践の正当化の試みは，相続権を正当化しようとする試みと遺贈権を正当化しよ
うとする試みに分けられるが，まず前者の相続権正当化の試みとして，リーヴはロックの
鏃論を挙げる。その要点は，要するに子供達は保護される権利を持ち，それが両親生存中
においては家族財産への請求権を彼らに与え，両親の死亡時における相続権となる， とい
うものである。けれども，どの程度の相続が許されるかは明瞭でない44)0 
一方，遺贈権正当化の試みの出発点は，生存中の財産移転の権利ないし財産破壊の権利
である。そして，これらの権利と遺贈権との間には何ら道徳的相違は存在しないと考える
ことによって，遺贈権は正当化される。それゆえ，この議論に対しては3種の反論が考え
られる。すなわち，その前提を否定する議論，その前提からその結論となることを否定す
る議論，最後にその議論は受け入れても別の対抗的理由を持ち出す議論の3つである。ま
ず，その議論の前提の曖味さが指摘される。もし，所有の根拠が資源の有効利用にあると
すれば，まさにその理由から不必要な破壊は承認できないが，不必要な腐敗と浪費を回避
するために移転が必要とされるのであれば移転の権利は承認されよう。しかし，たとえ移
転の権利が承認されても，生存中の移転と遺言による移転との間には大きな相違が存在す
る，すなわち故人の意思は移転時と移転後には存在しない，と指摘することで遺贈権の正
当化に反論できる。あるいは少なくとも遣贈権は生存中の移転権ほど強力なものではない
と主張することができる45)。最後に，仮に遺贈権が正当化されたとしても，その分配上の
諸帰結に言及することで，あるいはその他の対抗的理由を提示することで，遺贈権の正当
化に反論がなされたり，遣贈権の制限が考えられたりする46)0 
以上のように，＇相続する権利から相続の実践を正当化する鏃論の論理的帰結と遺贈する
42) Ibid., p. 153. 
43) Ibid., p. 154. 
44) Ibid., p. 155. 
45) Ibid., pp. 155-158. これに関連して， リーヴは「もし造賠の権利が生存中の移転の
・権利のなかに基礎づけられるとするならば，譲渡可能性 (alienability)と相続を規制
するルールは一貫したものであるべきだ」と述べている (Ibid.,p. 158)。
46) Ibid., pp. 160, 163. 
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権利からその実践を正当化する議論の論理的帰結とは全く異なっている，ということをリ
ーヴは強調している47)。けれども，相続権によるものであれ遣贈権によるものであれ，相
続の実践によって財産が世代間に移転されるかぎり，相続は世代間の正義の議論に決定的
なものとなる48)0 
〔2〕 世代間の正義
世代間の正義は，一般的に将来への視角と過去への視角を含むように定式化できる。す
なわち，時点 tに生存する人々はその子孫へ，あるいはその祖先へどういった責任・義務
を持つのかということである49)。リーヴは，こうした2つの視角を意識した世代間正義の
議論としてバリー (Barry,B.)の議論を挙げる。リーヴによれば，バリーは「ミニマムとし
て，どの時点で生存する人々もその惑星の所有者ではなく， むしろ管理者 (custodians)
であり，彼らがそれを発見したときよりも少なくとも悪くない形でそれを伝えるべきであ
る」という「新しい倫理」 (newethic)の必要を支持している50)。
以上の世代間正義の議論は，正義あるいは公正な社会の議論の一部にすぎないが，所有
に関する世代間正義の議論の争点は結局つぎのようなことになる。まず，所有に関してわ
れわれがわれわれの子孫か祖先に，あるいは両者に義務をもつのかどうかということであ
り，そしてもしわれわれがそうした義務を持つとすれば，それは所有ルールに対してどん
な含意を持つのかということである51)。けれども，われわれはこうした問題について，ど
の理論においてもそうした義務の性質と所有権の内容の明白な説明を見出すことはできな
ぃ52。また，たとえそうした義務の程度を含む原則に同意できたとしても，その原則を遂
47) Ibid., p. 162. 
48) Ibid., p. 163. 
49) Ibid., p. 166. これに関連して， リーヴは今日の泄界では批代間正義の問題はより差
し迫ったものになってきているという。その理由として彼が挙げているものは，多く
の天然賓源の枯渇性と将来世代の現在世代の依存の増大である (Ibid.,p. 166)。
50) Ibid., p. 166-167. 
51) Ibid., p. 169-170. 
52) Ibid., p. 172 . たとえば， リーヴによれば，ノジックは将来世代への義務を拒絶し，
ロールズ (Rawls, J.)はそうした義務の存在は認めるがそれを実現するための特定
の社会体制にコミットすることはない。バリーもそうした義務を承認するがどの世代
も資源の所有者としてではなく管理者として行動すべきであるというミニマムの条件
を規定しているにすぎない。また，バーク (Burke,E.) もバリーと同様に管理とい
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行するための最良の手段についての問題が依然として残るであろう 53)。
こうして，「世代間正義の問題は，特定の所有システムが正当であるということを示そ
うとする試みを複雑なものにする。〔なぜなら〕………それは， 特定の世代のメンバーの
要求に加え，以前に登場した人々とまだ登場していない人々の要求を評価する」ことを必
要とするからである54)0 
VJI. おわりに
以上，本稿ではリーヴの所有論を彼の議論の展開にそってその主張するところを追って
きたが，彼の所有論は彼自身の所有に関する見解を展開したというよりもこれまでの代表
的な所有論を彼の立場から再整理して，その争点を明確化したものであるといえよう。こ
こで最後に，彼自身の結論とわれわれの観点からの彼の所有論の意義と問題点について触
れてみることにしたい。まず，彼がその再整理をとおした考察の結論として述べているこ
とは概ねつぎのようなことである。
多くの所有論は正義あるいは自由のような考察から始められ，その考察によって承認さ
れる所有システムの正当化を試みているが，この試みはほとんど実現されていない。とい
うのは，特定の所有制度を導出するためには，多くの前提，議論が必要とされ，この必要
な議論の複雑性のためにその要素のいずれかが否定される可能性が柩めて高くなるからで
ある55)。したがって，彼は「何らかの選択される所有体制の正当化は，もしそれが十分に
説得的であるとすれば， 非常に詳細なものでなければならないだろう」56)と述べている。
こうしたことから導出される論点は，所有制度には多様なものがありうるということであ
り，その結果として私有あるいは公有のいずれかを無条件に支持するといった必要は全く
ないということである。そして，これまでの理論家が行ってきたように，社会的発展に対
応した所有システムと価値との「両立可能性」を常に追究していかなければならない。そ
の意味で，彼は「所有の諸理論の検討から拾い集められた洞察をわれわれが現在生活して
いる世界の状況に適用することはさらにもっと重要なことである」57)と述べている。
う概念を強調しているが，それを実行するための手段として限嗣相続の利点を指摘し
ているにすぎないという (Ibid.,pp. 172-173)。
53) Ibid., p. 170. 
54) Ibid., p. 178. 
55) Ibid., pp. 185-187. 
56) Ibid., p. 185. 
57) Ibid., p. 187. 
104 
リーヴの所有論（竹下） 769 
さて， リーヴの所有論の意義と問題点はどういうところにあるだろうか。まず，彼の所
有論の意義としてつぎの4つのものを指摘したい。第1は，所有論に含められるべき観点
として概念上の問題，歴史的次元，現代との関連の3つを挙げていることである。これら
の3つのものはそれぞれ重要なことであることは認識されていたとしても，これまでこれ
らの3つともが所有論に必要であることが明示され考察がなされたことは少なかったよう
に思われる。その意味で，今後の所有論の方向を示唆しているとも考えられる。
第2は，所有論の歴史の考察・検討から所有論における争点は所有と価値との「両立可
能性」の問題であることを指摘している点である。この指摘によってこれまで所有論で争
われてきていたことの根底に価値の対立を含むことが明白になると同時に，このことが所
有論体系化に大きな示唆を与えているように思われる。
つぎに， リーヴの所有論の意義の第3は，彼が現代との関連で重要であると考えられる
観点として「所有と自由」，「所有と労働」および「所有と時間」の3つの観点を挙げ，「所
有と自由」，「所有と労働」の議論については多くの仮定を持ち込まなければ望ましい所有
制度は導出できないことを指摘し，さらにこれに「所有と時間」の観点を加えると問題は
一層複雑になっていくことを指摘していること。そして， rこれによって所有の多様性の承
認やひとつの所有制を無条件に支持する必要はないという論点を導出していることであ
る。この点は今日の西側社会における所有の多様化の動きや社会主義国における「構成的
社会主義的所有」との関連が予想され興味深いところである58)。
最後に第4の意義は，第3の点と関連するが，彼が現代との関連で挙げた3つの観点の
なかで「所有と時間」という観点のユニークさである，他の2つの観点，つまり「所有と
自由」，「所有と労働」という観点は他の所有論にもみられるところであるが59), 内容的に
は同様なものがあるとしても，「労働」や「自由」とならんで「時間」を重視したことに
より，所有論の争点がより一層明確になっている印象を与えている。リーヴが所有論に含
められるべき観点のひとつとして現代との関連を挙げていたが， 「所有と時間」はその要
求に彼自身が応えようとしたひとつの観点であるとも考えられる。
58)所有の多様化の動きと「構成的社会主義的所有」については，それぞれつぎの箇所を
参照されたい。吉田民人，「所有構造の理論」， 239ページ；西村可明， 前掲書， 85ペ
ジー参照。
59)たとえば，ベッカー(Becker,L. C.)は第一占有，労働，効用， 自由，徳性から由来
する自然権が存在すると考える所有権の厳論を論じている (L.C. Becker, Property 
Rights : Philosophic Fa仰 dations,Routledge & Kegan Paul, 1977)。
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他方， リーヴの所有論の問題点についてはここでは2点を指摘しておこう。第1点は，
所有論の争点を所有と価値との「両立可能性」であるとしながら，多数考えられる所有と
価値との「両立可能性」の間題のなかで，現代と関連を持つ観点がなぜ「所有と自由」，
「所有と労働」，「所有と時間」のみであるのかが明確に説明されていないことである。第
2点は，第1点とも大きく関係し，そしてこれが最大の問題点であると考えられるのであ
るが，いろいろな価値相互間の関係をどう考えているのかということにかかわる。彼は
「所有と自由」，「所有と労働」の議論を通して他の多くの仮定が遅入されなければ望まし
い所有制度は尊出されないと述べているが，その仮定とはどういう性質のものなのか。も
しそれが自由や労働，あるいは平等といった価値相互間の関係にかかわるものでなければ
所有論は前進できないのではなかろうかという疑問が生ずるのである。つまり，その意味
で価値相互間の関係の体系的説明が必要とされているように思われる60)0 
以上，本稿では冒頭で掲げた課題の前半，すなわちリーヴの所有権の「歴史的概念」に
かかわる分析の検討のみに終始したが， 後半の課題， すなわち所有の「歴史的概念」を
「理論概念」に関連させて検討するという課題はつぎの機会に譲ることにしたい。
60)その意味で，平井宜雄氏の提唱する「法政策学」における「一般的評価基準」の説論
は注目に値する。そこでは，効率性基準と正義性（自由，平等，公平）基準とがかな
り体系的に説明されているように思われる（平井宣雄「法政策学：法的意思決定およ
び法制度設計の理論と技法」有斐閣， 1987年，第3卒参照）。
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